
 

 
    
    

期間雇用者（パート・派遣・契約社員など雇用期間の定めのある労働者）でも、産休はすべての労働者が、育休は一定
の要件を満たした労働者が対象となります。 
 
 

産前産前産前産前 6666 週間週間週間週間    産後産後産後産後８週間８週間８週間８週間    原則、子どもが原則、子どもが原則、子どもが原則、子どもが 1111 歳になるまで歳になるまで歳になるまで歳になるまで    要件を満たす場合に取得可能要件を満たす場合に取得可能要件を満たす場合に取得可能要件を満たす場合に取得可能    

    
    
期間期間期間期間雇用雇用雇用雇用者者者者とととと育児休業の育児休業の育児休業の育児休業の関係関係関係関係    
1. 1. 1. 1. 期間の定めのある労働契約で働く方は、申出時点において、以下の期間の定めのある労働契約で働く方は、申出時点において、以下の期間の定めのある労働契約で働く方は、申出時点において、以下の期間の定めのある労働契約で働く方は、申出時点において、以下の要件を満たすことが必要です要件を満たすことが必要です要件を満たすことが必要です要件を満たすことが必要です    

①同一の事業主に引き続き１年以上雇用されている 
②子どもの１歳の誕生日以降も引き続き雇用されることが見込まれる 
③子どもの２歳の誕生日の前々日までに、労働契約の期間が満了しており、かつ、契約が更新されないことが明らかでない 

2. 2. 2. 2. 以下の要件に該当以下の要件に該当以下の要件に該当以下の要件に該当すすすするるるる者者者者をををを「「「「対象外対象外対象外対象外」」」」ととととすすすするるるる労使協定労使協定労使協定労使協定があがあがあがあるるるる場合、場合、場合、場合、要件要件要件要件にににに該当該当該当該当すすすするるるる者者者者はははは育児休業を取得できません育児休業を取得できません育児休業を取得できません育児休業を取得できません。。。。    
①雇用された期間が１年未満 
②１年（１歳６か月までの育児休業の場合は、６か月）以内に雇用関係が終了する 
③週の所定労働日数が２日以下 

３３３３.... 日々雇用される方は育児休業を取得できません日々雇用される方は育児休業を取得できません日々雇用される方は育児休業を取得できません日々雇用される方は育児休業を取得できません 
 

出産に関する給付一覧出産に関する給付一覧出産に関する給付一覧出産に関する給付一覧    
事項事項事項事項    手続き名称手続き名称手続き名称手続き名称    手続きの時期（窓口）手続きの時期（窓口）手続きの時期（窓口）手続きの時期（窓口）    内内内内 容容容容    備備備備 考考考考    

出出出出    

産産産産    

健康保険健康保険健康保険健康保険    出産育出産育出産育出産育
児一時金（内払金児一時金（内払金児一時金（内払金児一時金（内払金
支払依頼・差額）支支払依頼・差額）支支払依頼・差額）支支払依頼・差額）支
給申請給申請給申請給申請    
（直接支払制度利
用の場合は不要） 

出産後すみやかに 
（窓口：全国健康保険協会） 

〈支給額〉原則は医療機関等への直接
支払制度により支給申請は不要だが、
直接支払制度を利用しない場合は、１
児につき、42 万円（産科医療補償制度
に加入していない医療機関等において
出産した場合は39 万円）支給される 

医療機関への直接支払制度を
利用しない場合や、利用した場
合においても出産費用が一時
金の額を下回る際の差額分に
ついて、全国健康保険協会へ申
請 

健康保険健康保険健康保険健康保険    被扶養被扶養被扶養被扶養
者（異動）届者（異動）届者（異動）届者（異動）届 

出産日から５日以内 
（窓口：年金事務所） 

出産した子の健康保険 被扶養者への
加入 

 

産産産産前前前前    
・・・・    

産後産後産後産後    

健康保険健康保険健康保険健康保険    出産手出産手出産手出産手
当金支給申請当金支給申請当金支給申請当金支給申請 

産休後（産前・後の休業中も
申請可能） 
（窓口：全国健康保険協会） 

〈支給対象〉出産日以前 42 日目から
出産日の翌日以後 56 日目までの期間
の各日 
〈支給額〉休業１日につき、標準報酬
日額の２/３相当額（標準報酬月額÷
30×2/3）を支給 

〈減額〉給与が一部支給された
とき 
出産手当金額－給与額＝支給
額 
〈不支給〉出産手当金の額を上
回る給与を受けるとき 

健康保険・厚生年健康保険・厚生年健康保険・厚生年健康保険・厚生年
金保険金保険金保険金保険    産前産後産前産後産前産後産前産後
休業休業休業休業    取得者申出取得者申出取得者申出取得者申出    

産前産後休業期間中 
（窓口：年金事務所） 

産前産後休業開始月から終了予定日の
翌日の月の前月（終了日が末日の場合
は休業終了月）までの健康・厚生年金
保険料が免除（事業主・被保険者共） 

厚生年金保険については、免除
期間中も納付したものとして
扱われる 

育育育育    

休休休休    

健康保険・厚生年健康保険・厚生年健康保険・厚生年健康保険・厚生年
金保険金保険金保険金保険    育児休業育児休業育児休業育児休業    
取得者申出取得者申出取得者申出取得者申出    

育児休業取得時すみやかに 
→①から③の各時期に申請 
①子が１歳に達するまでの
育児休業②１歳～１歳６ヵ
月までの休業③１歳（１歳
６ヵ月）～３歳までの休業
（窓口：年金事務所） 

育児休業開始日の属する月から終了日
翌日の属する月の前月までの健康・厚
生年金保険料が免除 
（事業主・被保険者負担共に免除） 

育児休業の終了予定日より前
に、育児休業を終了したときは
「育児休業等取得者終了届」を
提出 
厚生年金保険については、免除
期間中も納付したものとして
扱われる 

雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険    育児休育児休育児休育児休
業給付金申請業給付金申請業給付金申請業給付金申請 

育児休業を開始した日の翌
日から４ヵ月を経過する日
の属する月の末日まで 
※提出期間を過ぎると支給
が受けられないことがある 
（窓口：ハローワーク） 

〈支給要件〉1 歳（延長に該当する場
合は1 歳6 カ月）未満の子を養育する
ために育児休業を取得する雇用保険の
被保険者で、育児休業開始前2 年間に
賃金支払基礎日数が 11 日以上ある月
が通算して12 ヵ月以上あること 
〈支給額〉休業開始時賃金日額×支給
日数×67％（休業開始日から６か月経
過後は50％） 

〈減額〉「賃金日額×支給日数
×67％（休業開始日から６か
月経過後は50％）」と支払われ
た賃金の合計額が「賃金日額×
支給日数×80％」を超えると
きは当該超えた額が減額 
〈延長〉一定の場合は、1 歳６
ヵ月に達する日前までの期間
が支給対象 

育育育育    
休休休休    
終終終終    
了了了了    
後後後後    

健康保険健康保険健康保険健康保険・・・・厚生年厚生年厚生年厚生年
金保険金保険金保険金保険    育児休業育児休業育児休業育児休業
等終了時報酬月額等終了時報酬月額等終了時報酬月額等終了時報酬月額
変更届変更届変更届変更届 

育児休業終了日翌日の属す
る月から３ヵ月経過後 
（窓口：年金事務所） 

育児休業終了後に受け取る給与に変動
があったときに、標準報酬月額の改定
を行う（支払基礎日数が 17 日未満の
月は除く） 

〈通常の月額変更との相違点〉
①固定定期賃金の変動がなく
てもよい 
②1 等級以上の差でよい 

厚生年金保険厚生年金保険厚生年金保険厚生年金保険    養養養養
育期間標準報酬月育期間標準報酬月育期間標準報酬月育期間標準報酬月
額特例申出額特例申出額特例申出額特例申出    

養育期間特例措置の終了後
(但し認められるのは 2 年
までの為、随時申請必要) 
（窓口：年金事務所） 

3 歳未満の子を養育する被保険者で養
育期間中の標準報酬月額が養育開始月
の前月の標準報酬月額を下回る場合に
特例を申し出ることで従前の標準報酬
月額にて年金額を計算 

被保険者の申し出による（退職
後も可能） 

 

平成平成平成平成27272727年年年年８８８８月月月月25252525日日日日                                                        キリン通信キリン通信キリン通信キリン通信                                    （（（（    VOL VOL VOL VOL ．．．．７７６７７６７７６７７６）））） 

期間雇用者も産休・育休の対象になります 

産 休 育 休 

出産 １歳 1 歳６か月 

キリン社会保険労務士事務所  特定社会保険労務士 入来院 重宏 
〒184－0004  東京都小金井市本町1－8－14サンリープ小金井305  ＴＥＬ042－316－6420 


